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地方公務員の給与水準を改定する 20政令指定都市と東京区部の人事委員
会の令和７年度給与勧告が出そろった。特集では、職種別民間給与実態調
査から役職別・職種別賃金を掲載する。事務課長の平均支給額では、大阪
市が「平均年齢 48.6 歳・63万 1619 円」などとなっている。


